
決
算
報
告

令
和
４
年
度

金
は
増
額
し
た
一
方
で
、
地
方

交
付
税
や
町
債
な
ど
が
減
額
し

ま
し
た
。

　
歳
出
は
、
総
額
で
前
年
度
に

比
べ
1
億
２
，７
７
４
万
円
減

の
１
２
７
億
７
，９
３
７
万
円

と
な
り
ま
し
た
。
総
務
費
や
農

林
水
産
業
費
な
ど
は
増
額
し
た

一
方
で
、
民
生
費
や
土
木
費
、

消
防
費
、
教
育
費
な
ど
が
減
額

し
ま
し
た
。

 

町
の

　
　
貯
金
と
借
金

　
町
の
貯
金
に
当
た
る
の
が
基

金
で
す
。
将
来
の
ま
ち
づ
く
り

の
た
め
に
必
要
な
基
金
を
保
有

し
、
効
率
的
な
運
用
を
し
て

い
ま
す
。
令
和
４
年
度
末
の

基
金
は
、
前
年
度
に
比
べ
２

億
４
，９
２
１
万
円
増
の
58
億

2
，
8
6
6
万
円
と
な
り
ま
し

一般会計の歳出 一般会計の歳入

令和４年度決算報告

た
。
そ
の
う
ち
、
計
画
的
な
財

政
運
営
を
行
う
た
め
の
積
立
金

で
あ
る
財
政
調
整
基
金
は
、
18

億
７
，４
７
３
万
円
と
な
り
ま

し
た
。
町
民
1
人
当
た
り
の
基

金
の
現
在
高
は
、
約
29
万
円
と

な
り
ま
す
。

（
令
和
５
年
3
月
31
日
現
在
の

人
口
：
１
９
，７
６
３
人
）

　
一
方
、
町
の
借
金
に
あ
た
る

の
が
町
債
で
す
。
計
画
的
に
返

済
を
行
い
、
町
債
残
高
は
、
前

年
度
に
比
べ
５
億
９
９
１
万
円

減
の
１
５
１
億
５
，８
４
４
万

円
と
な
り
ま
し
た
。

　
町
債
の
借
入
は
、
立
川
総
合

支
所
庁
舎
改
修
整
備
事
業
や
文

化
創
造
館
舞
台
照
明
設
備
改
修

事
業
、
県
営
事
業
負
担
金
に
使

わ
れ
ま
し
た
。

財政ことば辞典

【 町　税 】
　町に納められた税金。なお、
消費税や自動車重量税などの
一部は、交付金や譲与税とし
て国や県から収入されます。

【 繰入金 】
　基金や他会計から取崩し、
会計へ繰り入れるお金

【 地方交付税 】
　所得税など国が徴収した税
金の中から、町の財政状況に
応じて国から交付されるお金

【 国庫・県支出金 】
　特定の目的のために国や県
から支出されるお金

【 町　債 】
　町の借金。大規模事業を行
うために、国や金融機関など
から借り入れるお金

【 民生費 】
　子どもや高齢者、障がい者
などを対象とした、福祉事業
に使われるお金

【 総務費 】
　広報や庁舎など、町の全般
的な事務に使われるお金

【 公債費 】
　借り入れた町債の返済など
に使われるお金

【 土木費 】
　道路や除雪、公園などの維
持管理や整備に使われるお金

【 教育費 】
　小中学校や幼稚園、文化活
動、スポーツ振興などに使わ
れるお金

【 農林水産業費 】
　農林水産業の振興などに使
われるお金

【 衛生費 】
　健康づくり、環境対策、ご
み処理などに使われるお金

【 消防費 】
　消防活動に使われるお金

【 商工費 】
　商工業や観光の振興などに
使われるお金

【 議会費 】
　議会運営に使われるお金

【 労働費 】
　雇用対策に使われるお金

決算報告に関する問合せ

総務課財政係 0234-42-0130

　
こ
う
し
た
状
況
を
ふ
ま
え
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

対
策
を
最
優
先
と
し
な
が
ら
、

「
豊
か
さ
を
実
感
で
き
る
ま

ち
」
を
目
指
し
「
チ
ー
ム
庄
内

町
」
と
し
て
持
続
可
能
な
ま
ち

に
発
展
さ
せ
る
と
と
も
に
、
庄

内
町
の
進
化
と
真
価
を
意
識
し

将
来
に
向
け
た
礎
を
築
く
年
と

位
置
付
け
、
「
全
体
最
適
」
で

効
率
的
か
つ
効
果
的
な
予
算
執

行
に
あ
た
り
ま
し
た
。

　
令
和
４
年
度
に
行
っ
た
主
な

事
業
に
つ
い
て
は
、
６
ペ
ー
ジ

で
紹
介
し
て
い
ま
す
。

　
歳
入
は
、
総
額
で
前
年
度
に

比
べ
、
３
，８
０
９
万
円
減
の

1
3
7
億
１
，６
７
６
万
円
と

な
り
ま
し
た
。
町
税
や
県
支
出

 

一
般
会
計

　
　
決
算
の
概
要

　
令
和
4
年
度
は
、
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
が

先
行
き
不
透
明
な
中
で
は
あ
り

ま
し
た
が
、
町
民
の
生
活
を
守

り
、
地
域
経
済
の
回
復
・
発
展

に
向
け
て
、
感
染
症
の
拡
大
防

止
対
策
や
経
済
支
援
を
行
い
ま

し
た
。

　
ま
た
、
同
時
に
、
「
第
２
次

庄
内
町
総
合
計
画
後
期
基
本
計

画
」
の
具
現
化
な
ど
、
環
境
の

変
化
と
と
も
に
新
た
な
暮
ら
し

方
や
価
値
観
を
変
え
る
今
こ
そ

「
チ
ェ
ン
ジ
」
す
る
絶
好
の
機

会
と
な
り
ま
し
た
。

　

令
和
４
年
度
、
庄
内
町
の
会
計
決
算
が
９
月
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し

た
。
町
の
お
金
が
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
の
か
、
一
般
会
計
を
中
心
に

お
知
ら
せ
し
ま
す
。

その他 6億6,819万円   4.8%

● 地方譲与税交付金
　　　　　　1億1,461万円
● 法人事業税交付金
　　　　　　  2,186万円
● 地方特例交付金 
　　　　　　  1,697万円
● 環境性能割交付金
　　　　　　　  930万円
● 配当割交付金　598万円

≪主な活用事業≫
・ 社会福祉事業　9,180万円
・ 社会保険事業　9,629万円
・ 保健衛生事業　9,699万円

■歳入総額■（町に入ってきたお金）　137億1,676万円

● 地方消費税交付金 4億8,654万円

（　　　　　　　　　 　）

≪主な活用事業≫
町湯や北月山荘等の運営事業

繰越金
8億4,773万円 6.2%

その他
2億2,260万円 1.6％

諸収入
２億4,666万円 1.8％

■歳出総額■（町が使ったお金）　　　127億7,937万円

商工費
3億5,218万円

2.8％

衛生費
6億1,347万円

4.8％

議会費
1億1,305万円

0.9％

労働費
1,571万円

0.1％

消防費
4億5,176万円

3.5％

寄附金
6億9,953万円 5.1％

町税
20億9,891万円

15.3％

自主財源
41億1,543万円

30.0％

依存財源
96億133万円

70.0％
国庫支出金

18億666万円
13.2％

県支出金
10億9,249万円

8.0％

町債
10億1,171万円

7.4％

地方交付税
50億2,228万円  36.6％

● 普通交付税 46億7,803万円
● 特別交付税 3億4,425万円

総務費
24億9,520万円

19.5％

民生費
30億2,991万円

23.7％

公債費
15億7,113万円

12.3％

教育費
14億7,002万円

11.5％

農林水産業費
11億6,062万円

9.1％

土木費
15億18万円

11.7％

● 町民税 8億3,557万円
● 固定資産税 9億7,263万円
● 軽自動車税 8,898万円
● 町たばこ税 1億2,538万円
● 鉱産税 456万円
● 都市計画税 6,394万円

● 入湯税  775万円

≪主な活用事業≫
過去に実施した公共下水道事業に
係る地方債償還

平成26年４月１日および令和元年10月１日より
引き上げられた消費税の使途については、
社会保障施策に要する経費へ充当しております。

その他  614万円　
　　　　0.1％

　うち引き上げ分の地方消費税交付金
　　　　　　　　　　2億8,508万円

● 旧法による税 10万円

● 災害復旧費 558万円
● 諸支出金 56万円

その他 6億6,819万円   4.8%

● 地方譲与税交付金
　　　　　　1億1,461万円
● 法人事業税交付金
　　　　　　  2,186万円
● 地方特例交付金 
　　　　　　  1,697万円
● 環境性能割交付金
　　　　　　　  930万円
● 配当割交付金　598万円

≪主な活用事業≫
・ 社会福祉事業　9,180万円
・ 社会保険事業　9,629万円
・ 保健衛生事業　9,699万円

■歳入総額■（町に入ってきたお金）　137億1,676万円

● 地方消費税交付金 4億8,654万円

（　　　　　　　　　 　）

≪主な活用事業≫
町湯や北月山荘等の運営事業

繰越金
8億4,773万円 6.2%

その他
2億2,260万円 1.6％

諸収入
２億4,666万円 1.8％

■歳出総額■（町が使ったお金）　　　127億7,937万円

商工費
3億5,218万円

2.8％

衛生費
6億1,347万円

4.8％

議会費
1億1,305万円

0.9％

労働費
1,571万円

0.1％

消防費
4億5,176万円

3.5％

寄附金
6億9,953万円 5.1％

町税
20億9,891万円

15.3％

自主財源
41億1,543万円

30.0％

依存財源
96億133万円

70.0％
国庫支出金

18億666万円
13.2％

県支出金
10億9,249万円

8.0％

町債
10億1,171万円

7.4％

地方交付税
50億2,228万円  36.6％

● 普通交付税 46億7,803万円
● 特別交付税 3億4,425万円

総務費
24億9,520万円

19.5％

民生費
30億2,991万円

23.7％

公債費
15億7,113万円

12.3％

教育費
14億7,002万円

11.5％

農林水産業費
11億6,062万円

9.1％

土木費
15億18万円

11.7％

● 町民税 8億3,557万円
● 固定資産税 9億7,263万円
● 軽自動車税 8,898万円
● 町たばこ税 1億2,538万円
● 鉱産税 456万円
● 都市計画税 6,394万円

● 入湯税  775万円

≪主な活用事業≫
過去に実施した公共下水道事業に
係る地方債償還

平成26年４月１日および令和元年10月１日より
引き上げられた消費税の使途については、
社会保障施策に要する経費へ充当しております。

その他  614万円　
　　　　0.1％

　うち引き上げ分の地方消費税交付金
　　　　　　　　　　2億8,508万円

● 旧法による税 10万円

● 災害復旧費 558万円
● 諸支出金 56万円

歳入

歳出
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文化創造館大ホール舞台照明設備改修事業
　　　　　　　　　　　　　　　　･･･ ２億284万円

健康ライフ応援事業　　　　　　　　　 ･･･255万円

新規就農者育成総合対策事業　　　　 ･･･1,106万円

収入保険新規加入緊急奨励金　　　　　 ･･･136万円

庄内町農業本気やる気プロジェクト
支援事業補助金　　　　　　　　　　　　･･･32万円

地域ブランド創生事業　　　　　　　　 ･･･844万円

庄内町定住応援住まいづくり補助金　 ･･･5,293万円

HPV（ヒトパピローマウイルス）
ワクチン接種関連事業　　　　　　　　 ･･･367万円

まちづくりセンター管理運営費　 ･･･ １億5,242万円

庄内町誕生祝金　　　　　　　　 　　　･･･430万円

行政のデジタル化・行政手続きの
ペーパーレス化推進事業　　　　　　　 ･･･946万円

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業
　　　　　　　　　　　　 　　　　　　･･･176万円

森林経営管理制度調査業務委託　　　　･･･649万円

庄内町創業者等応援補助金 　　　　　  　･･･92万円

児童発達支援事業　　　　　　　　　  　 ･･･17万円

立川総合支所改修整備事業　　　 ･･･ ４億5,994万円

公共施設などの整備

高齢者福祉

農業・林業

観光・交流・商業・工業

住宅・移住定住

健康

協働のまちづくり

子育て

【表１】特別会計、企業会計決算額

特
別
会
計

会　計　名 歳　　入 歳　　出 差　　引

国 民 健 康 保 険 22億2,650万円 21億5,637万円 7,013万円
後期高齢者医療保険 2億6,743万円 2億6,367万円 376万円
介 護 保 険 29億7,435万円 28億930万円 1億6,505万円
風 力 発 電 事 業 5,827万円 4,324万円 1,503万円

企
業
会
計

会　計　名 歳　　入 歳　　出 差　　引

水道事業会計
収益的収支 5億7,442万円 5億4,788万円 2,654万円
資本的収支 8,269万円 2億8,121万円 ▲1億9,852万円

下水道事業会計
収益的収支 9億2,750万円 9億1,368万円 1,382万円
資本的収支 7億922万円 7億1,404万円 ▲482万円

ガス事業会計
収益的収支 5億3,882万円 6億3,304万円 ▲9,422万円
資本的収支 6,581万円 1億4,629万円 ▲8,048万円

企業会計：収益的収支は税抜き、資本的収支は税込み
収益的収支：経営活動で発生する利益とそれに伴う経費
資本的収支：将来の経営活動に備えて行う建設改良費や企業債償還金などの支出とその財源となる収入
※資本的収支の不足分は内部留保資金等で補てんしました。

【表２】健全化判断比率　　　　　　（単位：％）
令和
４年度

令和
３年度

早期健全化
基準

①実質赤字比率 赤字なし 赤字なし 13.92
②連結実質赤字比率 赤字なし 赤字なし 18.92
③実質公債費比率※ 10.8 11.0 25.0
④将来負担比率 26.6 32.9 350.0

　町全体の財政の状況を表す指数です。これらの数値のい
ずれかが、「早期健全化基準」以上となった場合は、自主
的な財政の健全化に取り組むこととなります。
①実質赤字比率
　�一般会計に赤字が出た場合に、赤字額が決められた水準
に対してどのくらいの大きさかを表すもの。

②連結実質赤字比率
　�すべての会計を対象として赤字が出た場合に、赤字額が決
められた水準に対してどのくらいの大きさかを表すもの。

③実質公債費比率
　�一般会計の地方債の償還や、公営企業への繰出金などか
ら算出した指標。借金の返済状況がどれだけ会計を圧迫
しているかを表します。

④将来負担比率
　�一般会計、公営企業会計、一部事務組合、公社、第三セ
クターを含めた、将来負担が見込まれる負債の大きさを
指標化。将来の財政運営を圧迫する可能性を表すもので
す。

 

そ
の
他
の

　
　
　
町
の
会
計

　
町
の
会
計
は
大
き
く
３
つ
に

分
か
れ
て
い
ま
す
。
行
政
を
運

営
し
て
い
く
う
え
で
基
本
と
な

る
「
一
般
会
計
」、
国
民
健
康

保
険
や
介
護
保
険
な
ど
の
「
特

別
会
計
」、
法
律
に
よ
っ
て
認

め
ら
れ
て
い
る
収
益
事
業
を
行

う
「
企
業
会
計
」
が
あ
り
ま
す
。

　
庄
内
町
に
は
、
4
つ
の
特
別

会
計
と
3
つ
の
企
業
会
計
が
あ

り
、
各
会
計
の
決
算
額
は
【
表

１
】
の
と
お
り
で
す
。

 

健
全
財
政
の

　
　
　
　
庄
内
町

　
自
治
体
の
財
政
が
健
全
か
ど

う
か
を
表
す
指
標
と
し
て
、
健

全
化
判
断
比
率
が
あ
り
、
4
つ

の
項
目
で
チ
ェ
ッ
ク
さ
れ
ま
す
。

令
和
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。
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照
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営
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業
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不
足
額
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き
さ
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す
指

数
が
資
金
不
足
比
率
で
す
。
町

の
企
業
会
計
で
資
金
不
足
が
基

準
を
上
回
る
も
の
は
あ
り
ま
せ

ん
で
し
た
。（【
表
３
】
参
照
）

財政健全化判断比率

主幹盤、調光器盤、照明操作卓などの調
光設備や照明器具などの負荷設備の改修
を行いました。

温泉施設、理美容院のほか体育施設や産直施設で活用でき
るスタンプ帳を配布し、高齢者の外出を支援しました。

就農直後の経営確立に資する経営開始資
金を交付。また、就農後の経営発展のた
めに必要な機械や施設の導入などの取組
を支援しました。

収入保険新規加入者に対し奨励金を支給し、農業の保険料
負担軽減による新規加入促進を行いました。

花き圃場におけるICT技術の導入に係る経費の一部を支援
しました。

特産品のブランド化を図るために必要な体制などを構築し、
地域住民などを対象にワークショップを開催。今後「米」
を中心としてブランド化を進めていくこととなりました。

住宅などの取得、建築、リフォームなど工事を行う方に対
して支援を行いました。

子宮頸がんをおこしやすいウイルスの感染を防ぐ効果が期
待できる、HPVワクチンの積極的勧奨再開により、定期接
種対象者への接種勧奨に加えて、定期接種機会を逃した年
代に向けたキャッチアップ接種（公費助成）の周知と、こ
の間に自費で接種した費用を助成する事業を行いました。

公民館からまちづくりセンターへ移行後も地域住民主体の
事業実施、地域課題への取組ができるよう支援しました。

第１子からすべての新生児に対し、５万
円の誕生祝金を支給。子育て世帯が子ど
もを産み育てやすい環境への支援を行い
ました。

オンラインで利用できる行政サービスを拡大するとともに、
マイナンバーカード所有者の転出入手続きについて、ワン
ストップ化を可能にするシステムの整備を行いました。

後期高齢者に対し、保健・医療などの専門職が関わり、健
康増進と介護予防を支援しました。

今後の意向調査を円滑に行うために、森林経営管理制度の
周知と森林経営に関するアンケートを行いました。

新たに起業する方への支援を行うため、対象資金を借入れ
て起業した方と、町内の空き店舗を賃借し改装して起業し
た方に対し、補助金を交付しました。

児童発達支援係を創設し、主に保育園への訪問支援や保護
者への相談支援を実施。発達に課題のある子どもとその保
護者などに対し、支援の充実を図りました。

立川総合支所を新たに立川地域複合拠点施設としてリニュ
ーアル。さまざまな活動を通じて、人と人とがつながる新
たな創造の場、地域活性化の拠点となる複合施設の整備を
行いました。

令和４年度に行った主な事業

※３か年平均

【表３】資金不足比率　　　　　　　（単位：％）
令和
４年度

令和
３年度

経営健全化
基準

水道事業会計 － － 20.0
下水道事業会計 － － 20.0
ガス事業会計 － － 20.0
風力発電事業特別会計 － － 20.0
資金不足がないため、「－」で表示しています。

令和４年度決算報告
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